





【21年度】


�
計画・指針等�
条例・規則�
審査基準等�
合計�
�
実施案件数�
15件�
7件�
7件�
29件�
�
意見件数�
260件�
37件�
19件�
316件�
�
1案件あたりの平均件数�
17.3件�
5.3件�
2.7件�
10.9件�
�
【意見件数が多かったもの】


こども・未来プラン（大阪府次世代育成支援行動計画）後期計画（案）：115件


上の1件を除く28案件の意見件数201件　　1案件あたりの平均件数7.2件


※意見がなかったもの、8案件　（計画・指針等：3件　　条例・規則：3件　　審査基準等：2件）


※意見が一桁のもの、13案件　（計画・指針等：6件　　条例・規則：2件　　審査基準等：5件）





【20年度】


�
計画・指針等�
条例・規則�
審査基準等�
合計�
�
実施案件数�
21件�
6件�
4件�
31件�
�
意見件数�
7,680件�
59件�
12件�
7,751件�
�
1案件あたりの平均件数�
365.7件�
9.8件�
3.0件�
250.0件�
�
【意見件数が多かったもの】


「大阪維新」プログラム案：6,247件　　　大阪の教育力向上プラン（素案）：870件


上の2件を除く29案件の意見件数634件　　1案件あたりの平均件数21.9件


※意見がなかったもの、6案件　（計画・指針等：2件　　条例・規則：2件　　審査基準等：2件）


※意見が一桁のもの、13案件　（計画・指針等：9件　　条例・規則：2件　　審査基準等：2件）





【まとめ】


　　　どの年度も意見数が多く寄せられるものは「計画・指針等」であった。


　　　また、審査基準等はどの年度においても、意見数が一桁以下であった。


・意見数が一桁の案件割合：計画・指針等　55％　　条例・規則　68％　　審査基準等　100％





１．府パブリックコメント手続





□　パブリックコメント制度について





【パブリックコメント手続とは】


行政機関が、基本的な施策に関する計画等を立案する過程において、その計画等の案を府民等に公表し、提出された意見、情報等を考慮して意思決定を行なう仕組みをいう。


※平成13年4月に府パブリックコメント手続実施要綱を策定。（関係法令：行政手続法）





【パブリックコメント手続の主な目的】


　各所属が、基本的な施策に関する計画等を立案する場合、その計画等の案を府民等に公表し、提出された意見、情報等を考慮して意思決定を行うなど、府民等の多様な意見、情報等を反映させる機会を提供し、府の行政運営における公正の確保と透明性の向上を図っている。





【制度の対象】


（１）府の基本的な施策に関する計画、指針等の策定及びこれらの重要な改定　


（２）府政に関する基本方針を定めることを内容とする条例又は府民に義務を課し、若しくは権利を制限することを内容とする条例若しくは規則（処分の要件を定める告示を含む。）（地方税の賦課徴収並びに分担金、使用料及び手数料の徴収に関するものを除く。）の制定又は改廃に係る案の策定


（３）審査基準、処分基準又は行政指導指針（公にされるものに限る。）の制定又は改廃に係る案の策定


※迅速性又は緊急性を要するもの及び軽易なもの等を除く


※議会を除くすべての機関が対象





【公表・意見提出の方法】


　・実施機関は、最終的意思決定を行う前に原則30日以上、計画等の案を公表


　・府HPに掲載するとともに、府政情報センター、担当課に備え付けることにより公表


　・提出方法は、郵便、ファクシミリ、電子メール等のうちから実施機関が選択して定めるものとする





【提出した意見等の案への反映方法】


・実施機関は、提出された意見等を考慮して計画等の意思決定を行う


・実施機関は、提出された意見等、それに対する府の考え方、計画等を修正した場合には


その内容を公表する





２．都道府県の状況　　■資料２


○実施状況：47団体が実施


○制定状況：46団体が制定（高知県・福岡県は条例、その他は要綱・要領・指針等で制定）


※東京都のみ未制定（現在、東京都とでは要綱等の定めがなく、パブコメが必要と判断した実施機関が行政手続法などを参考に実施している。要綱等の必要性は認識しており、制度化に向け検討中である。）


未制定理由：行政手続法で努力義務とされているものについて、意見公募を義務付けたとしても関心がうすくあまり意見がでてこないのではないかと考えている。また、努力義務になっていないプラン、計画は、現状、部署の判断で行っている。あえて努力義務に該当しないものに一律に義務付けるのはどうかと考えている。


○制度の対象（46団体との比較）


・対象が大阪府と同様の団体は4団体（群馬県・岐阜県・熊本県・大分県）


・基本的な計画・指針や住民に義務を課し、若しくは権利を制限する条例・規則を対象としている団体は8割をこえる。


・行政手続法が改正（平成18年4月1日施行）され、規則、審査基準・処分基準・行政指導指針に関する意見公募手続が法制化されたが、上記を対象としている団体は11団体（行政指導指針のみ12団体）


○募集期間（46団体の状況）


　　　　30日以上：28団体　　30日程度：16団体　　2週間以上：2団体


　　　　【定められた期間を下回るときの取扱】


　　　　　理由を公表すれば可能：6団体　　　理由があれば可能：1団体　　　定めなし：39団体


○提出方法（46団体の状況）


郵便・ファクシミリ・電子メールが必須・・・16箇所


郵便・ファクシミリ・電子メール等から選択・・・27箇所


定めなし・・・3箇所





【大阪府の状況】※結果公表ベースで集計　　■資料１


【22年度】　平成22年10月２０日時点


�
計画・指針等�
条例・規則�
審査基準等�
合計�
�
実施案件数�
6件�
6件�
4件�
16件�
�
意見件数�
3,416件�
44件�
1件�
3,461件�
�
1案件あたりの平均件数�
569.3件�
7.3件�
0.3件�
216.3件�
�
【意見件数が多かったもの】


大阪府財政構造改革プラン（素案）：3,363件


上の1件を除く15案件の意見件数98件　　1案件あたりの平均件数6.5件


※意見がなかったもの：6案件　（計画・指針等：2件　　条例・規則：1件　　審査基準等：3件）


※意見が一桁のもの：5案件　（計画・指針等：1件　　条例・規則：3件　　審査基準等：1件）








